
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第17号 

答申番号：令和７年度答申第17号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件各審査請求については、いずれも棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下

「保護」という。）の申請時の資産として申告した税理士事務所名の付いた請

求人名義の預金口座（以下「本件事業用口座」という。）の預金１万1,188円

（以下「本件預金」という。）は所得税法の規定による「事業所得」であるが、

法令等において事業所得に係る取扱いは明確に規定されておらず、本件預金を

収入認定の対象とした処分庁の判断には誤りがあることから、本件各原処分

（令和６年８月９日付け生活保護変更処分及び同年９月19日付け生活保護変

更処分）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

本件事業用口座は、保護開始前まで請求人が自営していた税理士事務所の請

求人名義の口座であり、請求人は、保護開始時に本件預金を申告しており、自

らの資産として認識しているのは明らかである。このような事実を踏まえれ

ば、本件預金については、請求人が利用し得る資産と捉えるのが通常であり、

請求人の生活維持に活用すべきと考えるのが正当であるから、本件各原処分に

違法又は不当な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 本件各原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違

法又は不当な点は認められない。 

 ２ 請求人は、保護申請前の令和６年９月末には税理士としての活動を終了し、

個人事業を廃業している。仮に、本件預金が保護開始後の事業収入であれば、



保護開始時の手持金の取扱いとは区別の上、「生活保護法による保護の実施要

領について」（昭和38年４月１日付け社発第246号厚生省社会局長通知）第８

の１(3)アの規定による事業収入として、処分庁が請求人の実際の収入の状況

を書面又は聞取りにより調査し、さらに市町村等税務関係機関の調査又は意見

をも参考とする必要があるものの、保護申請時までに既に個人事業を廃業して

いることから、本件預金を事業収入として取り扱う必要はなく、請求人の最低

限度の生活の維持のために活用すべき資産として取り扱うこととなる。 

よって、請求人の主張は採用することができない。 

 ３ 以上のとおり、本件各原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求

人の主張には理由がないから、本件各審査請求は、いずれも棄却されるべきで

ある。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年７月31日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年８月６日の審査会において、調査審

議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされている（法第４条第１項）。 

また、保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を

基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補

う程度において行うものとされており（法第８条第１項）、この基準は、要保

護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要

な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、か

つ、これを超えないものでなければならないものとされている（同条第２項）。 

保護の変更の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とされて

おり、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、保護開始時に保有する手持金の収入認定に当たっては、

一般世帯はもちろん被保護世帯においても繰越金を保有しているという実態



及び生活費は日々均等に消費されるものではないということ等から、保護開始

時に保有する金銭のうちいわゆる家計上の繰越金程度のものについては、程度

の決定に当たり配慮する面があるものとされ、健全な家計運営ひいては自立助

長を考慮し、保護開始時の程度の決定に当たり認定すべき手持金は、当該世帯

の最低生活費（医療扶助及び介護扶助を除く。）の５割を超える額とされてい

る。 

また、保護の開始決定後に判明した預貯金が、意図的に隠蔽しようとしたも

のでないと認められる場合であって、保護開始時の手持金と開始決定後に判明

した預貯金を合算しても保護を要する場合については、その預貯金の保有を認

めても差し支えないとされているが、このとき保有を認めることができるの

は、すでに保有を容認した手持金と、その世帯の開始時の最低生活費の５割の

額の差額の範囲内であることとされている。 

そこで本件についてみると、請求人の保護開始時に保有が認められる手持金

は、請求人の保護開始時における最低生活費12万3,090円の５割に当たる６万

1,545円であるところ、処分庁は、資産申告書により申告のあった本件預金を

含む４万8,827円と、処分庁の調査により把握した３万1,965円との合計額８万

792円を請求人の保護開始時における資産として認定し、その差額である１万

9,247円を収入認定したことが認められ、この処分庁の判断に違法又は不当な

点はない。 

この点、請求人は、おおむね、保護申請時の資産として申告した本件預金は

所得税法の規定による「事業所得」であるが、法令等において事業所得に係る

取扱いが明確に規定されていないため、本件預金を収入認定の対象とした処分

庁の判断には誤りがあることから、本件各原処分は違法又は不当であると主張

しているものと解される。しかしながら、本件事業用口座が請求人の個人事業

に用いられていたものであり、その名義に税理士事務所名が付いていたとして

も請求人名義の口座であることに変わりはなく、保護申請時に既に廃業してい

ることから、本件預金は請求人の最低限度の生活の維持に利用し得る資産と言

うほかない。よって、請求人の主張を採用することはできない。 

以上のとおり、本件各原処分にはこれらを取り消すべき違法又は不当な点は

認められず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本

件各審査請求はいずれも棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、

前記第１のとおり、これを是認するものである。 
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